五條市浄化槽設置整備事業補助金のご案内
１　趣旨　　五條市浄化槽設置整備事業補助金交付要綱（平成３１年４月五條市告示第４５号。以下「要綱」という。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。

２　用語の定義　　要綱において使用する用語の例による。
３　交付条件
（1） 補助対象区域において、汚水処理未普及解消につながるものとして、専用住宅等に１０人槽以下の
浄化槽を設置しようとする者であること。
（2） 補助事業の完了の日から起算して３０日を経過した日又は当該年度に属する２月末日のいずれか早い日までに実績報告をすること。
	次のいずれかに該当する場合は、補助金の交付を受けることができません。

（1） 浄化槽法に基づく設置の届出の審査又は建築基準法に基づく確認を受けずに浄化槽
を設置する者

（2） 販売目的又は賃貸目的の住宅に設置する者
（3） 市長が定める期間内に浄化槽を設置しない者
（4） 市税を滞納している者

（5） 補助金の交付の決定以前に、浄化槽設置工事に着手している者


	人 槽 区 分
	補 助 限 度 額

	５ 人槽
	３３２，０００円

	６～７ 人槽
	４１４，０００円

	８～１０ 人槽
	５４８，０００円


４　補助金の額
５　交付申請に必要な書類
（1） 補助金交付申請書（様式第１号）

（2） 誓約書（様式第２号）

（3） 建築確認通知書の写し又は審査機関を経由した浄化槽設置届出書の写し

※添付書類　・建築確認通知書の写しを提出する場合は、浄化槽設計書の写し
・国土交通大臣の認定書の写し
・型式適合認定書の写し
・型式適合認定書別添仕様書及び図面の写し
（4） 設置場所の見取図及び浄化槽の配置図等（排水系統図を含む。）
（5） 浄化槽設備士免状の写し
（6） 小規模合併処理浄化槽施工技術特別講習会の修了証書の写し
（昭和６２年以前の浄化槽設備士免状取得者に限る。）

（7） 全国浄化槽推進市町村協議会（以下「全浄協」という。）による登録証の写し
（8） 全浄協による登録浄化槽管理票（Ｃ票）
（9） 浄化槽機能保証制度に基づく保証登録証
（10） 浄化槽の設置に係る見積書の写し
（11） 市税の滞納がないことを確認できる書類（市民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保険税など）
（12） 住民票の写し等
（13） 汚水処理未普及解消につながるものであることを証する書類
　　　（汲み取り便槽の汲み取り記録、単独浄化槽の維持管理記録、設置状況の分かる写真など）
（14） 第三者に申請等の事務を委任する場合は、委任状（様式第１２号）

（15） その他、市長が必要と認める書類
６　実績報告書に必要な書類
（1） 実績報告書（様式第８号）

（2） 浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し

（3） 浄化槽法第１１条に規定する定期検査依頼書の写し
（4） 浄化槽法第７条に規定する検査手数料の領収書の写し

（5） 浄化槽法第１１条に規定する検査手数料の３年分の領収書の写し
（6） 審査機関を経由した浄化槽設置工事完了報告書、浄化槽設置工事施工監理報告書、浄化槽使用開始報告書及び浄化槽保守点検結果書の写し

（7） 浄化槽の設置に係る請求書又は領収書の写し

（8） 工事写真（施工状況の分かるもの）※工事用黒板等に工事年月日及び五條市指令番号の記載が必要
（9） その他、市長が必要と認める書類

７　補助金の請求
実績報告書の提出があったときは、完了検査及び内容検査を行い、交付すべき補助金の額を確定し、及び補助金額確定通知書を送付しますので、補助金交付請求書（様式第１０号）を提出してください。
請求書記載の口座（設置者本人の口座）に補助金を振り込みます。

８　その他
（1） 申請内容を審査した結果、補助金不交付となる場合があります。
（2） 次のいずれかに該当するときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消します。
　　　・不正な手段により補助金の交付を受けたとき。

　　　・補助金交付の条件に違反したとき。

　　　・補助金を他の用途に使用したとき。

（3） 補助金の交付の決定を取り消した場合において、既に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命じます。
	■問合先

五條市 産業環境部 環境政策課（内線379・391・388）


